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監査委員会規程 
 
（目的） 
第１条  本規程は、当会社の監査委員会の権限、構成及び運営等について定めたもの

である。 
 
（権限） 
第２条  監査委員会は、次に掲げる権限を有する。 

(1) 取締役及び執行役の職務の執行の監査及び監査報告書の作成 
(2) 株主総会に提出する会計監査人の選任及び解任並びに会計監査人を再任

しないことに関する議案の内容の決定 
 
（構成） 
第３条 １ 監査委員会は、取締役会決議により定められた３名以上の取締役（以下、「委  

員」という。）で構成する。但し、その過半数は、社外取締役でなければなら

ない。 
２ 監査委員は、当会社又は子会社の執行役若しくは業務執行取締役若しくは支

配人その他の使用人を兼ねることはできない。 
３ 監査委員会の委員長（以下、「委員長」という。）は、取締役会の決議により

選定する。 
 
（開催） 
第４条 監査委員会は毎四半期に１回以上開催する。 
 
（招集） 
第５条  監査委員会の招集は、委員長が行う。但し、他の委員は、必要と認めるとき

はいつでも監査委員会を招集することができる。 
 
（招集手続） 
第６条 １ 監査委員会の招集通知は、各委員に対し、会日の３日前までにこれを発

する。ただし、緊急に招集する必要があるときは、この期間を短縮し、ま

たは口頭によって招集することができる。 
２ 前項の通知は、委員全員の同意があるときは、これを省略することがで

きる。 
 
（議長） 
第７条  監査委員会の議長は、委員長がこれを務める。委員長に事故があるとき、又
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は委員長が欠席のときは、他の委員の協議により、これを定める  
 
（決議の方法） 
第８条 １ 監査委員会の決議は、議決に加わることができる委員の過半数が出席し、出

席委員の過半数をもって、これを行なう。 
２ 前項の決議につき特別の利害関係を有する監査委員は、議決に加わることが

できない。 
 
（決議事項） 
第９条   監査委員会は、次の事項を協議の上、決定、又は承認する。 

(1) 監査の方針、方法及び実施計画 
(2) 法令又は社内規程に基づき監査委員会が選定するべき監査委員の選定 
(3) 株主総会に提出する会計監査人の選任及び解任並びに会計監査人を再任

しないことに関する議案の内容 
(4) 監査報告書の内容 
(5) 会計監査人より当社又は子会社へ提供される非保証業務の事前了解 
(6) 会計監査人の報酬等の同意 
(7) 内部監査基本規程 
(8) 内部監査室が策定した中期計画及び年間内部監査計画 
(9) 内部監査室が策定した当社グループのグループ内部監査基本方針 
(10) その他監査委員会の職務執行に関する事項 

 
（監査委員以外の者の出席） 
第１０条 １ 監査委員会は、必要に応じて、委員以外の者を出席させて、その報告または

意見を聞くことができる。 
２ 取締役、執行役又は使用人は、監査委員会の要求があったときは、監査委員

会に出席して、監査委員会の求める事項について説明をしなければならない。 
 
（監査の方法） 
第１１条 １ 監査委員会は、次の事項を行う監査委員を選定し、監査委員は次の各事項を

適切に処理する。 
(1) 取締役、執行役及び支配人その他の使用人に対してその職務の執行に関

する事項の報告を求めること 
(2) 当会社の業務及び財産の状況を調査すること 

２ 監査委員会は、監査委員を選定して、監査委員会の職務を執行するために必

要があるときは、子会社に対して事業の報告を求め、又は子会社の業務及び

財産の状況を調査することができる。ただし、子会社が正当な理由に基づき、
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報告又は調査を拒否したときはこの限りではない。 
３ 監査委員会は、監査委員を選定して、監査委員会の職務を執行するために必

要があるときは、「内部統制システムの構築に関する基本方針」に基づき重要

なものとして取締役会が指定する関連会社（以下、「指定関連会社」という。）

に対して事業の報告を行うよう協力を要請し、又は指定関連会社の業務及び

財産の状況を調査することについての協力を要請することができる。 
４ 前三項に規定する監査委員は、当該各項の報告の徴収又は調査に対する事項

についての監査委員会の決議があるときは、これに従わなければならない。 
 
（監査委員会監査の実効性を確保するための体制）  
第１２条 １ 監査委員は、その職務の執行に必要な場合は、監査委員会室に監査委員会

の職務の執行の補助を委嘱することができる。また、CEO は監査委員会室

所属員の人事については、監査委員全員に諮問を行う。 
     ２ 会社は監査委員会の職務の執行に必要な予算を確保し、監査委員会の職務

の執行を妨げないよう、予算外の費用が必要となった場合においても、これ

を適切に処理する。 
３ 監査委員会は、会社の費用において、その職務を執行するために必要な外

部のアドバイザー、弁護士、その他専門家を利用できる。 
     ４ 役員・従業員は、監査委員会が出席を希望する会議がある場合には、その

出席を拒んではならない。 
 
（内部監査室との連携体制） 
第１３条  監査委員会は会社の業務及び財産の状況の調査、その他の監査業務を実効的

かつ効率的に執行する観点から、内部監査室と連携し、必要に応じて調査要請を

行う。また、内部監査室より以下に定める事項について、監査委員会において報

告を受ける。 
(1) 内部監査室が策定し、監査委員会が承認した中期計画及び年間内部監査計

画に対する業務遂行状況 
(2) 内部監査室が発見した重大な事故または不正もしくは重大な過失の疑い

のある事実 
(3) 内部監査における発見事項およびその改善状況 
(4) 内部監査室が、内部監査の範囲の決定、業務の遂行および結果の伝達につ

いて、制約を受けた場合、その内容 
(5) 内部監査の品質保証と改善活動として行われる内部監査室が実施する内

部評価の結果及び、5 年に一度以上実施する、社外の評価者による外部評

価の結果 
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（競業取引及び利益相反取引等の監査） 
第１４条   監査委員会は、次の取引等について、執行役又は取締役の義務に違反する事

実がないかを監視し検証する。 
(1) 競業取引 
(2) 利益相反取引 
(3) 会社がする無償の財産上の利益供与（反対給付が著しく少ない財産上の

利益供与を含む。） 
(4) 親会社等又は子会社若しくは株主等との通例的でない取引 
(5) 自己株式の取得及び処分又は消却の手続 
(6) 締結している場合、会社法第 427 条に定める責任限定契約 
(7) 締結している場合、会社法第 430 条の２に定める補償契約 
(8) 締結している場合、会社法第 430 条の３に定める役員等のために締結さ

れる保険契約   
 
（取締役会への報告） 
第１５条  監査委員会が選定する委員は、監査委員会の職務の執行状況を遅滞なく取締役

会に報告しなければならない。 
 
（監査委員会への報告） 
第１６条 １ 監査委員は、実施した監査の方法、経過及び結果について監査委員会に報告

する。また、監査委員が、取締役又は執行役から重要な報告又は意見を受け

たときは委員会に報告する。 
２ 取締役、執行役その他の者が、監査委員会に報告するべきとされた事項を、

委員の全員に対して通知したときは、当該事項を監査委員会において報告す

ることを要しない。 
 
（取締役又は執行役の違法行為等を発見した場合の各監査委員の対応） 
第１７条 １ 各監査委員は、取締役又は執行役が不正の行為をし、若しくは当該行為をす

るおそれがあると認めたとき、又は法令若しくは定款に違反する事実若しく

は著しく不当な事実がある場合と認めたときは、遅滞なく、取締役会にその

旨を報告しなければならない。 
２ 各監査委員は、取締役又は執行役が当会社の目的範囲外の行為その他法令若

しくは定款に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合

において、当該行為によって会社に著しい損害の生ずるおそれがあるときは、

当該取締役または執行役に対し、当該行為をやめることを請求することがで

きる。 
 



マネックスグループ株式会社 監査委員会規程 

 

（会社と取締役又は執行役との訴訟） 
第１８条  次の場合、監査委員が当会社を代表する。ただし、当該責任追及訴訟の相手方

となる監査委員を除く。 
(1) 株主から取締役又は執行役に対する責任追及訴訟の提起の請求を受ける

場合 
(2) 上記責任追及をする旨の訴えに関する訴訟告知を受ける場合 
(3) 上記責任追及訴訟で株主が和解をする際に、裁判所が当会社に通知、催

告をする場合 
 
（計算書類の受領） 
第１９条  監査委員会は、取締役の指定した執行役から計算書類（連結計算書類を含む）

及び附属明細書を、会計監査人から監査報告書（連結計算書類を含む）を受領す

る。 
 
（監査報告書） 
第２０条  監査委員会は、会計監査人から監査報告書受領後１週間以内に、監査報告書を

作成の上、これを取締役会の指定した執行役に提出するとともに、その謄本を会

計監査人に交付する。 
 
（議事録） 
第２１条 １ 監査委員会の議事については、法令に定めるところに従い、議事録を作成し、

議事録が書面をもって作成されているときは、出席した監査委員はこれに署

名または記名押印しなければならない。 
２ 監査委員以外の取締役も、監査委員会の議事録の閲覧または謄写をすること

ができる。 
３ 監査委員会の議事録は、１０年間本店に備え置く。 

 
（監査委員会事務局） 
第２２条  監査委員会の事務局は監査委員会室とし、次の各事項及びそれに付随する庶

務事項を行う。 
(1) 監査委員会の招集の代行 
(2) 監査委員会の議事録の作成 
(3) その他監査委員会に関する事務 

 
（本規程の改定） 
第２３条  本規程の改定は、法令の範囲内で取締役会の決議によって行う。 
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（平成２５年６月２２日施行） 

（平成２６年１０月２４日改定） 
（平成２６年１１月２５日改定） 
（平成２９年５月２４日改定） 

（平成２９年９月１日改定） 
（２０２３年１０月２５日改定） 
（２０２４年１月２５日改定） 


